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科学技術政策研究所

「地域科学技術指標策定に関する調査─地域技術革新のための科学技術資源計測の試み 」

1．調査目的

近年、経済活動のグローバリゼーションの伸展のもと、地域産業の空洞化に対応する施策
の展開が緊急の課題となっており、このための有効な施策の一つとして地域における科学
技術活動及びその成果を活用したリージョナル・イノベーションの重要性が広く認識されて
いるところである。しかしながら、地域における科学技術資源については空間的集積が地
域により極端に異なっているとの現状認識はあるものの、その定量的把握は十分になされ
ているとは言い難く、あるいは、把握すべき事項の理論的解明も十分ではない。

このため、地域科学技術資源を定量的に把握する「地域科学技術指標」に関し、その策定
に向けた基本的調査を実施するものである。

2．調査方法

本調査は、科学技術政策研究所と科学技術庁から委託を受けた(財)未来工学研究所が協
力をして実施した。
具体的には、科学技術政策研究所において、既存の調査研究成果を参考にしながら、地
域科学技術指標の考え方、構成等に関して基礎的検討を行い、検討結果に基づき収集す
べきデータの範囲、指標のフレームの選定等調査全体の方向性の決定を行った。なお、検
討は、同研究所に設置した学識経験者等からなる「地域科学技術指標研究会」(座長：権田
金治科学技術政策研究所客員研究官・東海大学教授)における討議を踏まえつつ行った。
次に、この結果を踏まえ、(財)未来工学研究所において関連データを収集し、データベー
スの構築及び地域科学技術指標策定を試みた。また、得られたデータを用いて、科学技術
資源の集積状況の分析、クラスター分析による自治体のグルーピング及びその特性の抽
出を試みた。なお、作業に当たっては、個別詳細事項について有識者から意見を聴するた
めに、「地域科学技術指標研究会分科会」を開催した。
また、科学技術政策研究所において、本調査活動を通じて得られた今後の課題及び提言
についてとりまとめを行った。

3．調査結果(概要)

(1)地域科学技術指標に関する基礎的検討

既存の調査研究資料及び「地域科学技術指標研究会」での議論を踏まえつつ、地域科学
技術指標に関し基礎的検討を行った結果、指標の構成等調査全体の方向性は次のとおり
とされた。

 基本的調査段階であること等から、指標は、全体の活動状況をバランスよく、数量
的に表す「現状報告型」の体系を念頭に検討する。

 科学技術活動は、個々の科学技術が多様な目的を達成することを特徴としている
が、調査目的を踏まえ、本調査では、「知的資産や科学技術力の蓄積により新たな
技術革新を促進し、地域の活性化の原動力となる」こと及び「地域の様々な要請にき
め細かく応え、住民の生活の質を向上させる」ことを地域科学技術の目標とする。

 「地域」の概念については、市町村程度から国境を越えるものまで多様なものが
あるが、本調査では、都道府県を単位とする。

 研究開発活動は、幅広くかつ重層的な科学技術支援基盤の上で遂行されてお
り、また、成果も、論文・特許のような直接的なものから生産活動を通じて社会に影
響を与え人々の意識に影響を与えるなど間接的なものまである。さらに、研究者の
暮らしの場としての地域を考えると、「科学技術風土と創造性」の関係も念頭におく
べきである。したがって、地域科学技術指標においても、単に研究開発活動だけを
対象とするのではなく、科学技術活動に関連した活動を含め全般的に把握できるよ
うに努める。

 以上の検討を踏まえ、地域科学技術指標では、地域科学技術について、研究者
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の暮らしの場であり、研究開発活動を広い意味でに支える「社会的基盤」・研究開発
人材の育成や研究開発支援活動など研究開発活動を間接的に支える「科学技術基
盤」・研究開発投入資源や研究開発体制など研究開発活動を直接支える「研究開発
基盤」・論文、特許等の直接的効果や産業経済への波及等間接的効果の 「研究開発
成果」の4つのカテゴリー(基盤)に分ける体系を採用する。また、地域科学技術活動
の成果は、知識・文化、製品・サービスとして地域の生活者に影響を与え、また、地
域の生活者は、外部資源として地域科学技術活動に影響を及ぼす。(図1)

また、検討において、地域科学技術資源の特徴として「集積性が高い」ことに着目された。
この集積性については、研究開発成果のうち、論文・データベース等の文章化された知に
ついては拡散性が高く、集積をおこす原因とはなり得ず、ノウハウや研究の背景となる考え
方等の「明示化されない知」の持つ集積性によるものと考えられた。また、このような科学技
術資源の集積性から、ある地域における特定の科学技術資源は、平均に対する多少(相対
優位)ではなくall or nothing(絶対優位)で判断することが必要であろう。これら
から、地域科学技術指標の目標として、

 地域における明示化されない知の集積状況を示すものであること

 ある地域において目指す絶対優位分野を決断するに当たって、求めら
れる地域に関する情報を示せること

が摘出された。これについては、引き続き調査検討がなされるべきであ
る。

(2)地域科学技術指標策定の試み

基礎的検討の結果を踏まえ、既存の各種統計及び調査資料をもとに地域科学技
術指標策定を試みた。また、あわせて、背景となる各地域の概要データについ
ても参考としてとりまとめた。なお、データは入手可能な最新年度のものを使
用した。また、データについては、基本的調査段階であることを踏まえ、既存
データの採集にとどめ、新たなデータ採集のためのアンケート等の実施は行っ
ていない。

 データ構築に当たっては、4つのカテゴリーをさらに性格別に細分類し
た上で行った。細分類その他地域科学技術を考えるに当たっては、地域科
学技術に関する検討に際しては、リージョナル・イノベーションを生み出
す地域における体制(リージョナル・システム・オブ・イノベーション：
ＲＳＩ)を念頭に行うべきであるが、ＲＳＩに関する適当な研究成果が得
られなかったため、本調査では、定性的・経験的に下記項目を抽出した。

社会基盤 ：「住環境・文化」……研究者の暮らし

「経済」 ……地域の活力

「社会的風土」 ……県民性など(適当なデータが収集できず)

科学技術基盤：「社会」 ……科学技術への興味涵養、知的刺激の惹
起

「教育」 ……科学技術を担う人材育成

「研究開発支援」……研究開発活動の支援

研究開発基盤：「研究開発資源」……研究開発活動に関するヒト・
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モノ・カネ

「研究開発機関」……研究開発活動を実施する場所

「研究開発活動」……研究開発の活動状況

研究開発成果：「直接的成果」 ……知的資産の産出

「間接的成果」 ……社会経済への波及

なお、活動の背景となる各地域の概要も併せて簡単にとりまとめた。

 細分類をもとに、既存の統計類及び調査資料を幅広く検索し、得られ
た41のデータをもとに地域科学技術指標の構築を試みた。ただし、社会環
境や民間研究開発費等の重要なデータが入手できず地域科学技術活動を十
分にはあらわしていないことに留意が必要である。

333また、各地域の人口や経済力に由来する差を除くためのデータの規格化及び各
地域のおおよその相対的な位置を示す4分位についても指標に併記した。

(3)試行的な地域科学技術指標を用いた分析

 科学技術資源等の地域的偏在についての検討

各収集データ(原データ及び規格化値)について、その47都道府県の合計値
と各都道府県の値の比率(以下「比率」という。)を求め、これを基に科学
技術資源等の地域的偏在状況について検討を行った。

i) 上位10地域における累積

各データについて、比率の高い上位10地域の比率の合計を求めた。比較的
偏在が大きく合計値が60を超える項目は、社会基盤では、10項目中1項
目(実数)・12項目中0項目(規格化)であったのに対し、科学技術基盤・研究
開発基盤では、22項目中12項目(実数)・24項目中3項目(規格化)と、一般的
な社会的項目に比して、研究開発活動に近い項目において偏在が強いこと
が裏付けられた。

ii) 累積図による検討(人材、機関)

各収集データ(原データ及び規格化値)について、比率の高い地域から順に
並べ累積図を作成した。

この中から、人材及び機関に関する累積図を、一般的項目(人口、事業所
数)、研究開発関係項目(科学者数、民間研究機関数)、科学技術支援関係
項目(弁理士数、研究開発支援検査分析事業所数)により比較したところ、
人材、機関いずれについても、研究開発関係には大きな偏在が認められ、
さらに、科学技術支援関係では極めて極端な偏在があることが判明し
た。(図2)

 地域の類型化及びその特性に関する検討

得られた、41データをもとに「住環境・文化」・「経済」・「社会」・
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「教育」・「研究開発支援」・「研究開発資源(人)」・「研究開発資
源(物)」・「研究開発機関」・「研究開発活動」・「研究開発成果」
の10項目について指数を作成し、クラスター分析により各都道府県を類型
化し、各類型毎の特性の摘出を行った。

分析の結果、地域は、5つのグループ( 東京、 神奈川、茨城、 宮
城、 京都、大阪、愛知、 残りの40道県)に類型化された。各類型の特
性等を表1に示す。

(4)今後の課題及び提言

調査研究を通じ、次の6つの事項が今後の課題及び提言として摘出された。

 地域の特性を踏まえた科学技術振興施策

科学技術資源の集積は地域により極端に異なり、また、その集積内容をみ
ると、産主導型、学主導型、官主導型、バランス型と各々特性が認められ
る。

このように資源の集積状況や内容が異なる地域に振興施策を講じるに当
たっては、均一の施策は地域間格差拡大につながる可能性もあり、国は、
画一化された施策ではなく,地域の性格の差に柔軟に対応できる施策を行
うべきであり、また、各地域においても、横並びではなく、当該地域の特
性を踏まえた施策展開を図るべきである。

「比較優位」から「絶対優位」へ

科学技術は極めて強い集積性を有しており、各地域毎の相対的優位に比例
して分布するものではなく、一つまたは少数の地域に集中分布するもので
ある。このため、地域科学技術政策の策定に当たっては、「比較優位」で
はなく「絶対優位」を目指すものでなければならない。また、各地域がど
のような分野において絶対優位を目指していくか等地域科学技術振興施策
を検討するに当たっては横並び施策ではなく、戦略的に個々の地域が決断
していくことが必要である。また、地域科学技術指標においても、各地域
の目指す「絶対優位」の検討に資するデータを集めていくことが課題であ
る。

 リージョナル・システム・オブ・イノベーションの解明

地域における技術革新(リージョナル・イノベーション)を生み出す体制に
ついては、域内経済開発の手段として重要性が認識されているが、これま
でほとんど研究がなされていない。このため、今後、リージョナル・イノ
ベーションを生み出す地域における体制(Regional System of
Innovation：ＲＳＩ)の解明に向けた研究がなされていくことが期待され
る。

 地域科学技術資源の集積性と「明示化されない知」

科学技術資源は「明示化されない知」に由来する強い集積性を持つ。地域
科学技術振興施策において科学技術に関する「明示化されない知」の集積
及びその産業への展開が重要である。また、地域科学技術指標において
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は、「明示化されない知」の集積の指標化が課題である。

 科学技術と風土

地域科学技術の振興において、地域の科学技術風土(創造性に関わる風
土・文化)が重要である。具体的には、ヒト・モノ・カネという研究開発
資源の集積を図るのみならず“animal spirit”にあふれた地域社会の構築を
図ることが必要である。

地域科学技術指標においても、社会に関する諸要素のうち研究開発活動に
与える影響について調査研究を行い、研究開発に与える影響の大きい要素
を特定する等、地域科学技術に関する社会的基盤をより明らかに示してい
くことが課題である。

 中小企業を念頭においた地域科学技術

大企業においては、その研究開発成果は企業内で地域を越えて容易に移動
され利用される。地域における大企業の研究開発成果をいかに地域に定着
させるかは重要な課題ではあるものの、一般に、地方自治体の地域科学技
術振興施策を検討する際には中小企業を念頭におくのが適切な場合が多
い。更に、パブリック・セクターは民間が実施し難い分野を実施すべきこ
とから、地方自治体が進めていくことが望ましい研究開発分野は「中小企
業の行っている研究開発分野の川上(基礎研究等)」と考えられる。

また、国においては基礎的な大規模研究開発を進めていくべきであるが、
これに伴って生じた中小技術を地方自治体や中小企業に移転(スピンオ
フ)し、また地方自治体が開発した研究開発であっても、その進展により
大規模研究開発とすることがふさわしくなったものについては、国への移
管(ナショナル・プロジェクト化)を進めることが重要である。

下図は、研究開発活動のターゲットを模式化したものである。

4．結論
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地域科学技術指標に関する基礎的検討をもとに、既存の統計類から地域科学技
術指標の策定を試み、41のデータからなる指標を作成した。

さらにデータをもとに、科学技術資源の集積状況、都道府県の類型化及び特性
の検討を実施し、科学技術資源が偏在する傾向を持っていることを図表により
確認するとともに、また、都道府県を5つのグループに分け、その特性等につい
て検討をした。

最後に、本調査を通じて得られた今後の課題及び提言として、 地域統制を踏
まえた科学技術振興施策、 リージョナル・システム・オブ・イノベーション
の解明、 地域科学技術資源の集積性と明示化されない知、 「比較優位」か
ら「絶対優位」へ、 科学技術と環境、 中小企業を念頭においた地域科学技
術の5項目が摘出された。

表1 都道府県の類型化とその特性

都道府県 特性 今後の方向性

東京 社会(住環境・文化)を除き、平
均を大きく上回っている。特に
研究開発機関は100以上、科学技
術基盤(研究開発支援)及び科学
技術基盤(教育)が70を超えてい
る。

研究開発機関とそれを支援する
サービス関係の集積及び大学の
集積が大きい。

東京への一極集中の傾向を示し
ている。

研究開発機能に関して強固
な基盤を持っている。これ
は民間企業の投資が現在の
基盤を形成したものであ
る。

社会基盤が十分でないと判
断されるため、研究開発の
強固な基盤に立脚し、生活
者ニーズの向上に努める必
要がある。

神奈川

茨城

科学技術基盤(研究開発支援)、
研究開発基盤(人材)、研究開発
基盤(設備)、研究開発機関、研
究開発活動、成果について平均
を上回っており、特に、人材に
ついて、茨城で90以上、神奈川
で70以上と高い値を示してい
る。

原データから前者は国立研究機
関に、後者は民間研究機関によ
るものと考えられる。

神奈川は民間研究機関・研
究者を活用して特徴ある地
域の研究開発活動につなげ
ていくことが重要であり、
茨城は国立研究機関と民間
研究機関・研究者との間の
交流等を深め特色ある科学
技術の基盤の形成を図るこ
とが重要である。

宮城 研究開発活動の値が79と他の指
数に比べて際だって高い。

原データから、公募型研究採択
数の寄与が大きく、これには東
北大学の教官が目立つ。

大学と地域産業を結びつ
け、シーズを産業へ応用す
る仕組みの強化や大学のＣ
ＯＥ化の支援について検討
することが重要である。
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京都

大阪

愛知

社会環境(住環境・文化)の指数
が低い以外は比較的バランスよ
く構成されている。3府県の間で
も、大学が集積し科学技術基
盤(教育)が高い(京都)、研究開発
機関の集積が高い(大阪)、オー
ルラウンド(愛知)のような差が
ある。

科学技術基盤、研究開発基
盤にバランスの良い構造を
示しているが、特色ある地
域科学技術の基盤形成の方
向性を打ち出し、現在のポ
テンシャルを活用してさら
なる飛躍を目指すことが重
要である。

その他

(40道県)

分析からは、全体としての特性
は見いだせないが、構成する個
別のクラスターをみると、各々
特徴がみられる。

分析からは、全体としての
特性が見いだせなかった
が、個々の地域毎の特徴が
みられる。これを検討し、
地域としての特色ある科学
技術・社会の振興を図るこ
とが重要である。
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図2 地域的偏在についての事例
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